
 

2026 年 8 月 5 日 

各  位 

会 社 名 株式会社キューブシステム 

代表者名 代表取締役 社長執行役員 中西 雅洋 

（コード番号 2335 東証プライム） 

問合せ先  上席執行役員  社長室長  北垣  浩史 

                         (ＴＥＬ. 03-5487-6030) 

 

連結子会社の異動（持分譲渡）に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において当社子会社である上海求歩信息系統有限公司（以下、上海キュー

ブ社）の全持分を、小松 Business Service 株式会社（本社：東京都中央区、代表取締役：小石 玲希）に

譲渡することを決議いたしましたので下記の通りお知らせいたします。 

なお、本持分譲渡の実行は、関係当局の承認等の条件を充足した後の 2026 年 9 月末頃の完了を予定して

おります。また、本件持分譲渡の完了に伴い上海キューブ社は、当社の連結子会社から除外されることに

なります。 

記 

 

１．譲渡の理由 

当社は、事業ポートフォリオの継続的な最適化および経営資源の効率的配分を経営上の重要課題として位

置づけており、各事業の役割と将来性を継続的に見直しております。 

上海キューブ社は、2009年の設立以来、中国・上海を拠点として、現地企業向けソフトウェア受託開発、

当社グループとのオフショア開発、およびシステムのエンハンスメント・保守対応など、多岐にわたる事業

活動を展開してまいりました。この 15 年余りにわたる取り組みは、グループ全体の開発体制の強化と競争

力向上に貢献してまいりました。 

一方、近年の中国 IT 市場における競争環境の構造的な変化を踏まえ、当該事業のさらなる成長には、現

地市場に根ざした専門的な経営資源の集中が不可欠であると判断いたしました。より高い成長余力を有する

譲受人のもとで事業を発展させることが、従業員・取引先をはじめとする関係者にとっても最善の選択であ

るとの結論に至り、本譲渡を決議いたしました。 

２．異動する子会社の概要 

（1）名称 上海求歩信息系統有限公司 

（2）所在地 中華人民共和国上海市 

（3）代表者の役職・氏名 董事長 熊谷 謙吉 

（4）事業内容 システム開発・受託、SES ほか 

（5）資本金 650 万人民元 

（6）設立年月日 2009 年 7 月 8 日 

（7）出資者および持分比率 株式会社キューブシステム：100% 

（8）上場会社と当該会社 

の関係 

資本関係 当社は当該会社の全議決権を保有しております。 

人的関係 当社役員が当該会社の代表者であり、当社役職員



３名が当該会社の役員を兼任しております。 

取引関係 当社との間でソフトウェア開発等の業務委託取引

がございます。 

（9）当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2023 年 12 月期 2024 年 12 月期 2025 年 12 月期 

純資産 3,623 千元 1,443 千元 915 千元 

総資産 4,371 千元 2,029 千元 1,368 千元 

売上高 8,771 千元 6,164 千元 6,584 千元 

営業利益 △227 千元 △2,311 千元 △532 千元 

当期純利益 △118 千元 △2,180 千元 △528 千元 

３．譲渡先の概要 

（1）名称 小松 Business Service 株式会社 

（2）所在地 東京都中央区日本橋兜町 16-3 朝日ビル８階 

（3）代表者の役職・氏名 代表取締役：小石 玲希 

（4）事業内容 システム開発及びサポート、先進技術に関するビジネス支援 

（5）資本金 2,000 万円 

（6）設立年月日 2011 年 4 月 25 日 

（7）上場会社と当該会社の関係 資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

関連当事者へ

の該当状況 

該当事項はありません。 

４．譲渡価額及び譲渡前後の出資持分の状況 

（1）譲渡前の所有出資割合 100% 

（2）譲渡価額 非開示（注 1） 

（3）異動後の所有出資割合 0% 

  （注 1）譲渡価額については、当事者間の守秘義務に基づき、非開示とさせていただきます。 

５．持分譲渡の日程 

(1) 取締役会決議日 2026 年 8 月 5 日 

(2) 契約締結日 2026 年 8 月 5 日 

(3) 譲渡実行日(注 2) 2026 年 9 月末を予定 

 （注 2）本持分譲渡の実行は、関係当局の承認の取得等を条件としており、これらの進捗状況によっては 

     変更される可能性があります。 

６．今後の見通し 

本契約が当社グループの業績に及ぼす影響は軽微であります。なお、業績予想の修正等、今後、公表 

すべき事項が生じた場合には速やかに開示いたします。 

 

以 上 




